
会 議 録

会 議 の 名 称 令和３年度第１回新座市商工委員会

開 催 日 時 書面開催（令和４年２月）

開 催 場 所 書面開催

委 員

（ 敬 称 略 ）

鈴木秀一、嶋野加代、金子和男、若村和夫、上島博、山野辺範

一、並木伸枝、岡野裕子、並木大介、天笠光一郎、宮原忠、髙

橋一浩、吉田勝美、山本宣生、酒井裕一、石田宏記、吉澤久雄

（計１７名）

会 議 内 容

１ 委員長及び副委員長の選任について

２ 令和２年度にいただいた意見等について

３ 新型コロナウイルス感染症対策 第６・７弾について

４ にいざビジネスサポート事業について

会 議 資 料

資料１ 令和２年度にいただいた意見等について

資料２ 新型コロナウイルス感染症対策 第６・７弾について

資料３ にいざビジネスサポート事業について

そ の 他 の

必 要 事 項



審 議 の 内 容 （審議経過、結論等）

１ 書面会議の主旨

本来であれば、委員の参集による会議を開催し、特に市がこれまで実施して

きた事業者向けの新型コロナウィルス感染症対策及びにいざビジネスサポート

事業について御意見をいただく予定であったが、まん延防止等重点措置の区域

に指定されたことに鑑み書面会議を行うこととした。

２ 議事

⑴ 委員長及び副委員長の選任について

委員長及び副委員長の任期満了に伴い、新たな委員長及び副委員長の選

任について、書面表決の結果、以下の通り決定した。

・委員長 上島 博

・副委員長 金子 和男

⑵ 令和２年度にいただいた意見等について

令和２年度に実施した書面会議において提出された意見等に対する取組

について資料１に基づき報告した。

⑶ 新型コロナウィルス感染症対策 第６・７弾について

新型コロナウィルス感染症の影響を受けた事業者に対して令和３年度に

実施した事業について資料２のとおり進捗状況を報告した。

委員からの意見（要約）

・ 地域応援クーポン発行事業は市民にも事業者にも良い事業であった。

・ 地域応援クーポン発行事業、執行率９８．３％は評価出来るが、事業

者家賃支援金の執行率５１．６％については、周知方法など問題はなか

ったか検証していただきたい。

・ 家賃支援の執行率が低かった。現場のニーズにマッチした事業を実施

すべきである。

・ ウィズコロナを見据えて、市内事業者及び商店会等が元気になる施策を

引き続きお願いします。

・ 経営アドバイザー事業について、執行率が１００％となっているとい

うことは、もう少し事業を拡大する余地があると思うので、予算を確保

して規模を少し拡大できるようにしてはいかがか。



⇒ 地域応援クーポンについては、好評を博した事業であるため、令和４年度に

ついても、新型コロナウィルス感染症対策第８弾として実施を予定しています。

また、事業者家賃支援金については、昨年度に実施した際の全申請者に対

して案内したことに加え、未申請者に対しては再度の案内を個別に案内させて

いただきましたが、前回６９９件の申請に対して今回が５０７件に留まりました。

補助金額を前回の２か月分の家賃から１か月分に減額したことにより、申請の

手間等の理由から今回の申請を辞退したこと等が減少した主な理由と分析し

ています。御指摘のとおり、本結果も踏まえ、事業者ニーズの把握に努めて、的

確な支援施策を実施していきます。

経営アドバイザー事業については、商工会が実施する経営相談事業に対し

て、市から補助金を交付するものであるため、執行率は１００％となる性質のも

のではありますが、同会から今後、ニーズを踏まえ相談回数の増加等の要望

があった場合は、補助金の増額等も検討していきます。

⑷ にいざビジネスサポート事業について

令和４年度から開始する予定で準備を進めている新規事業について資料

３のとおり検討状況を説明した。新型コロナウィルス感染症の影響によ

り、厳しい経営状況にある市内の中小企業の業績回復を図るため、「経営

のワンストップ相談窓口」を設置し、専門家による伴走型の経営相談等の

中小企業向けの支援施策を実施する。

委員からの意見（要約）

・ 狭山市は民間委託でやっており、商工会に委託する場合との違いやデ

メリットなどについて研究してほしい。

・ 廃業と倒産は違うので、細かな検討が必要である。

・ 様々な事業形態の中で、生き残りを賭けている現状だが、商工業の廃

業等が多発していくのではと感じており、早く商売等が元の状況に戻れ

る事を願う。

・ ワンストップ経営相談は非常に評価できる。広く利用していただきた

いので、ホームページだけでなく紙媒体での周知の強化など、広く情報

が行き渡るよう工夫していただきたい。

・ 参考資料で示した実績のある自治体の相談件数が多いため、まずは入

口となっている相談件数が増えるように事業の認知を図っていくことが

重要である。事業者へのＤＭ等の周知とあるが、インターネットも十分

活用するとよい。



・ コロナ禍で多くの事業者が苦しんでいる中、非常にタイムリーな施策

である。この取組を来年度以降も継続して実施していくことでポストコ

ロナ時代を見据えた新座市の経済の活性化に繋がるものと考える。

・ 相次いで新型コロナウィルスの出現にて、サポート事業も都度変更せ

ざるを得ない状況に、これで良かったという事は言い切れないことに無

力さを痛感する。

⇒

・ にいざビジネスサポート事業のうち、ワンストップ経営相談については、市が一般

社団法人埼玉県中小企業診断協会と委託契約を結び、中小企業診断士を派遣

いただくことで準備を進めています。商工会が実施する相談事業とは連携と棲み

分けを行うことで、多くの事業者に御利用いただけるように事業開始後も状況を

注視していきます。

・ 御指摘のとおり廃業と倒産の意味を整理し、黒字廃業を極力減少させるため、

事業承継やＭ＆Ａが円滑に行われるよう、埼玉県事業承継・引継ぎ支援センター

をはじめとする関係機関との連携や補助金を活用していきます。

・ 本事業に係る意見として、紙媒体及びＷＥＢ等を利用したＰＲについての御意見

につきましては、いただいた意見も踏まえ、様々な媒体を通じてＰＲを行っていきま

す。

・ 御意見のとおり、本事業は継続性が重要であると考えており、費用対効果が得

られるよう相談件数を増やす取組を行っていきます。

⑸ その他

その他としていただいた委員からの意見（要約）

・ 商工委員会の開催が少ないと感じる。消費者や事業者等から多様な意

見を求めることが必要ではないか。

・ 補助金の運用に関しては、使い勝手の良い制度、手続等の簡素化、給

付の迅速化等に一層配慮していただけると利用も増えるのではないか。

・ 令和４年度以降も、新型コロナウィルス感染状況により、地域応援ク

ーポンの発行等、中小企業を支えていくためにも都度検討していただき

たい。

・ ＩＴ化が遅れている事業者に対して、ＩＴサポート事業（講習会の開

催等）も必要と考える。

・ 持続化補助金のように国の施策とリンクした企画を引き続きお願いす

る。



⇒

・ 商工委員会の開催回数については、今後、産業分野における計画策定等の重

要な事案がある場合は回数を増やす等の検討を行っていきます。

・ 市独自の補助金の手続に際しては、今年度から電子申請での手続を行う等利

便性や迅速性の向上に努めて来ましたが、引き続き使いやすい制度設計に努め

ていきます。

・ IT・DX 化の流れは、避けては通れない社会の潮流となっていることを踏まえ、

よろず支援拠点等の関係機関と連携を図り、令和４年度中に講習会等の実施を

検討していきます。

・ 御指摘のとおり、持続化補助金等の国の事業にアンテナを張り、市内事業者に

活用いただけるようサポートに努めていきます。

４ 閉会


